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01 非木造共同住宅のEV･ｵｰﾄﾛｯｸ設置割合

■公営の借家・民営借家において、EV設置割合が低い。

■オートロック式の共同住宅の割合が、48.5％で全国平均(44.2％)より高い。
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2023(R5) 住宅・土地統計調査
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02 非木造共同住宅の建築時期別EV設置住宅数

■非木造共同住宅総数におけるEV設置住宅数の割合については、2001年～2005年が高い。

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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03 太陽光を利用した発電機器等がある住宅

■持ち家において、太陽光を利用した発電機器がある住宅数及び二重サッシ又は複層ガラスの窓がある
住宅数の増加が大きい。
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（0.32％ 1,456千戸）

※（ ）内は全住宅数に占める割合と全住宅数
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二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅数

2013(H25年) 2018(H30年) 2023(R5年)

（戸）

（20.3％ 3,709千戸）

（28.4％ 2,252千戸）

（7.61％ 1,456千戸）

※（ ）内は全住宅数に占める割合と全住宅数

（33.8％ 2,362千戸）

（11.10％ 1,486千戸）

（25.0％ 3,848千戸）

（28.6％ 4,272戸）

（38.3％ 2,508千戸）

（13.11％ 1,556千戸）

住宅・土地統計調査

(再掲)
前回資料
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04 二重サッシ等整備住宅の建築時期別割合

■持ち家において、2001～2005年から整備割合の増加が著しく、2011～2015年で62.1％と
なったが、2019年までは割合が減少している。

➡建築物省エネ法の改正や補助事業等（インセンティブ）の制度が影響していると考えられる。

■近年、持ち家の整備割合は増加傾向で、民営借家は減少傾向にある。
（2023年のデータは時期に偏りがあるため参考とされたい）

※母数は時期ごとの各住宅総数 2023(R5) 住宅・土地統計調査
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05 二重サッシ等整備住宅の建て方別住宅数の推移

■持ち家については、一戸建て住宅、共同住宅ともに増加傾向で、増加割合としては、共同住宅が多い。

■民営借家については、共同住宅が増加傾向で､増加割合も最大約54％と高い｡一戸建て住宅に関しては､
整備割合が2023年調査で約17％減少した。
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06 断熱・結露防止の改修工事を行った住宅数推移

■一戸建て住宅、共同住宅ともに増加傾向で、増加割合としては、共同住宅が多い。

(戸)

住宅・土地統計調査

(約11％増)

(約10％増)

(約29％増)

(約34％増)

(2019年以降に改修)(2014年以降に改修)(2009年以降に改修)
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07 太陽光発電機器整備住宅の建築時期別割合

■持ち家において、2001～2005年から整備割合の増加が著しく、2011～2015年で62.1％と
なったが、2019年までは割合が減少している。 （二重サッシ等と同様）

➡建築物省エネ法の改正や補助事業等（インセンティブ）の制度が影響していると考えられる。

■2022年で整備割合が17.1％と最も高い｡（2023年のデータは時期に偏りがあるため参考とされたい）

※母数は時期ごとの各住宅総数 2023(R5) 住宅・土地統計調査
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08 太陽光発電機器整備住宅の建て方別住宅数の推移

■持ち家については、一戸建て住宅、共同住宅ともに増加傾向で、2018年調査の増加割合が大きい。

■民営借家については、共同住宅が増加傾向で､増加割合も最大約52％と高い｡一戸建て住宅に関しては､
整備割合が2023年調査で約29％減少した。

住宅・土地統計調査
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09 家計を主に支える者の通勤時間別割合他

■県の通勤時間が１時間を超える者が31.9％で全国平均(14.9％)を大きく上回る。

■公営、民営借家に住む者より持ち家に住む者の方が、通勤時間が１時間を超える割合が高い。
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10 就業状況別の子育て世帯の推移（全国）

■「正社員共働き子育て世帯(長子15歳未満)」は、全国的に増加し、10年間で約1.5倍に急増(2010年
→2020年)。 特に、大都市圏や地方政令都市及びその周辺で増加率が高い。

■「正社員と専業主夫･主婦からなる片働き子育て世帯(長子15歳未満)」は、全国的に減少。

社会資本整備審議会住宅宅地分科会 第59回資料より
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11 夫婦世帯別の住宅と立地の状況（全国）

■ 大都市圏の持家率は、｢共働き夫婦のみ世帯｣よりも、「子育て世帯」が高い。その中でも、駅勢圏に住宅を
所有する割合は、｢正社員と専業主夫･主婦からなる片働き子育て世帯(長子15歳未満)｣よりも、｢正社員
共働き子育て世帯(長子15歳未満)｣が高い。

■ 大都市圏以外では、｢正社員共働き子育て世帯(長子15歳未満)｣の持家率が高く、駅勢圏外の持家率が
特に高い。

社会資本整備審議会住宅宅地分科会 第59回資料より
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12 就業状況別の子育て世帯の居住状況（首都圏）

■首都圏の共働き子育て世帯に対するアンケート調査結果を見ると、｢夫婦のどちらかのみ正規雇用である
世帯｣と比べて、｢夫婦共に正規雇用である世帯｣には、以下の特徴がある。

・世帯主年齢が若く、長子が幼い ⇒ 近年新たに子育て世帯となった若い世代に多く見られる
・住居費が高く、借家の延べ面積が小さい ⇒ 単位面積当たりの住居費が高い地域に居住する傾向
・世帯主、配偶者共に一定の通勤時間 ⇒ 夫婦それぞれの通勤先を考慮した結果、住居費の相場が

比較的高い地域を選択する傾向

社会資本整備審議会住宅宅地分科会 第59回資料より


